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Ａ 241 スポーツ推進課
スポーツ活性化支援事
業費

全国大会や国際大会で優秀な成績を収めた選手を表彰す
る顕彰事業を行うとともに、スポーツに関する情報を収集
し、発信する。
また、みるスポーツの機会を提供するため、本県で開催さ
れる全国大会等を支援する。
（負担割合：定額 交付対象：各種スポーツ関係団体）
スポーツの機会や場を提供するため、スポーツ団体が実
施する事業等を支援する。
（負担割合：定額 交付対象：（公財）三重県体育協会、（一
財）三重県武道振興会）

○ 34,664 3,059 35,173 2,674

Ａ 242 協創２ スポーツ推進課
競技スポーツジュニア
育成事業費

ジュニア選手の育成を進めるとともに、県内トップレベルの
高等学校運動部活動を強化指定し、高校生アスリートの競
技力向上を図ることで、将来、オリンピック等国内外の大会
で活躍する選手を育成する。
また、レスリング、サッカー（女子）、なぎなた競技におい
て、紀伊半島三県クラブスポーツ大会を開催する。

○ 33,289 16,645 44,539 11,424

Ａ 242 国体準備課
県営鈴鹿スポーツガー
デン事業費

省エネ法に基づき効果的な施設運営を行うために必要な
研修参加経費。

0 0 22 22 ○

Ａ 242 国体準備課
スポーツ施設整備運営
調整費

県営体育施設の管理・施設整備に係る事務的経費。 734 734 540 540

Ａ 251 南部
南部地域活性化
推進課

南部地域活性化推進事
業（総合調整事業）費

南部地域活性化推進協議会において、各種取組の進捗状
況の共有や基金を活用した事業の検討・協議を行うととも
に、三大都市圏において「移住相談会」を開催するなど、移
住・定住促進に向けた情報発信等を行う。

○ 7,354 7,354 4,887 4,887

Ａ 251 南部
南部地域活性化
推進課

南部地域活性化基金積
立金

南部地域における働く場の確保や定住を促進するため、地
域や市町のニーズに応じて、複数の市町が連携して取り組
む事業等を行うための基金を積み立てる。

63 0 48,000 39,992

Ａ 252 南部 東紀州振興課
東紀州地域振興推進事
業費

東紀州地域振興公社において、観光商品づくりやエージェ
ントセールスなどにより集客交流を図るとともに、物産展等
を通じた販路開拓などの取組により、地域の活性化につな
げる。

20,078 20,078 19,778 19,778
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Ａ 252 東紀州振興課
「吉野・高野・熊野の国」
事業費

奈良県、和歌山県と連携して、世界遺産「紀伊山地の霊場
と参詣道」の情報発信やイベントの開催などにより世界遺
産を核とした紀伊半島の広域観光を推進する。

5,228 2,728 5,168 2,668

Ａ 252 南部 東紀州振興課
熊野古道センター運営
事業費

熊野古道センターの指定管理者更新にかかる選定事務を
行う選定委員会に係る経費。

0 0 224 224

Ａ 252 南部 東紀州振興課
紀南中核的交流施設整
備事業費

紀南中核的交流施設において、事業者の独立採算により
運営を行うことを条件とし、整備等にかかる費用の一部を
補助する事業に係る現地確認等旅費。

135 97 49 3

Ａ 252 東紀州振興課
東紀州地域活性化推進
費

熊野古道の保全と活用を図ることを目的に熊野古道協働
会議を開催するなど、東紀州地域の活性化にかかる諸課
題に対応する。

2,624 2,624 1,963 1,963

Ａ 253 協創５
「美し国おこし・
三重」推進ＰＴ

パートナーグループ活
動支援事業費
（「美し国おこし・三重」
推進事業費及び実行委
員会への負担金）

特色ある地域資源を生かした自立・持続可能で元気な地
域づくりをめざす取組である「美し国おこし・三重」を推進す
るとともに、推進組織である実行委員会に対して負担金を
交付する。
（事業の運営評価、プロデュース業務委託、専門家派遣、
グループの広報支援・情報発信等にかかる経費）

79,811 79,811 60,712 60,712

Ａ 254 地域支援課
山村振興特別対策事業
費

山村振興法に基づき市町が作成する山村振興計画に掲げ
る目標に即し、農林漁業の振興、都市との交流促進、生活
環境の整備及び就業機会の拡大を図るとともに、整備した
施設の適正な管理運用を監督する。また、山村振興施策を
推進するため、全国レベルの各種団体に参画し情報収集
を行うほか、県内への普及展開を図る。

1,064 1,064 749 749

Ａ 255 地域支援課 地域づくり調整事業費

県と市町で構成する「県と市町の地域づくり連携・協働協議
会」の取組等により、住民に最も身近な自治体である市町
との連携を強化して、市町や地域の実情に応じた地域づく
りの支援等に取り組む。
（負担割合：県1/2、市町等1/2 交付対象：市町等）

○ 40,544 40,224 30,450 30,118

Ａ 255 地域支援課
地域づくり関係団体事
業費

各市町や地域における個性豊かで魅力ある地域づくりに
向けた活動を支援するため、(一財)地域活性化センターが
行う支援事業、交流事業等に対して、その経費を負担す
る。

900 900 900 900
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Ａ 255
水資源・地域プ
ロジェクト課

特定振興地域推進事業
費

大仏山地域における土地利用の指針として策定した三重
県大仏山地域土地利用構想に基づき具体化に向けた取組
を進める。

2,890 2,888 981 979

Ａ 255
水資源・地域プ
ロジェクト課

伊賀地方拠点都市地域
事業促進費

地方拠点法に基づく事業の確実な推進を図るとともに、上
野新都市拠点都市に設置した「三重県立ゆめドームうえ
の」については、指定管理により適切な管理運営を行う。

154 154 1,337 1,322

Ａ 255
南部地域活性化
推進課

離島振興対策協議会負
担金

離島振興対策に関する共通の課題を抱えた地方公共団体
で構成する離島振興対策協議会への会費の負担及び活
動経費。

260 260 292 292

Ａ 255
南部地域活性化
推進課

全国過疎地域自立促進
連盟負担金

過疎対策に関する共通の課題を抱えた地方自治体で構成
する全国過疎地域自立促進連盟への会費の負担及び活
動経費。

423 423 398 398

Ａ 255
南部地域活性化
推進課

半島振興関係負担金
半島地域の振興に関する共通の課題を抱えた地方自治体
で構成する半島地域振興対策協議会への会費の負担及
び活動経費。

128 128 184 184

Ａ 255
南部地域活性化
推進課

地域活性化支援事業費

過疎地域等の条件不利地域において、魅力と活力ある地
域づくりを推進するため、市町が行う住民の身近な生活課
題を解決するための取組や地域の特色を生かした活性化
の取組に対して支援する。
（負担割合：県1/2、市町1/2 交付対象：過疎・準過疎・離
島・辺地・東紀州地域市町）

○ 18,000 18,000 10,332 10,332

Ａ 255
南部地域活性化
推進課

離島航路支援事業費

離島航路事業の維持・改善を図り、離島地域の振興及び
住民の生活の安定に資するため、離島航路事業者に対
し、離島航路整備事業補助金を交付する。
（補助率：国庫補助航路については、認定欠損額から国庫
補助額を控除した額の3,000万円までの部分の1/2以内と
3,000万円を超える部分の1/4以内を合算した額。国庫補助
航路以外の航路については、1,000万円以下の部分の1/2
以内。交付対象：離島航路事業者）

○ 21,000 21,000 17,000 17,000

Ａ 255 地域支援課
宮川流域圏づくり推進
事業費

宮川流域ルネッサンス協議会に参画し、地域を支える多様
な主体の協働を促進するとともに、地域資源を生かした自
発的な地域づくりの取組を支援する。

○ 6,764 6,764 5,661 5,661
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Ａ 255
水資源・地域プ
ロジェクト課

中勢北部サイエンスシ
ティ事業促進費

中小機構・県・市で構成する「中勢北部サイエンスシティ企
業誘致促進協議会」を通じて誘致活動を行う。

454 454 4 4

Ａ 342
水資源・地域プ
ロジェクト課

伊勢志摩であい交流ス
クエア整備事業費

まつり博跡地の土地利用を図るとともに、整備用地の維持
管理を行う。

40 △ 1,113 36 △ 1,068

Ａ 352 交通政策課 航空関係費
中部国際空港利用促進協議会や関西国際空港全体構想
促進協議会の活動を通じて、両空港の利用促進や機能の
充実に取り組む。

13,238 10,995 12,685 1,828

Ａ 352 交通政策課
リニア中央新幹線関係
費

東京･大阪間の全線同時開業に向けて、全国期成同盟会
や三重県期成同盟会の活動を通じて、国やＪＲ東海へ働き
かけるとともに、広報、啓発活動に取り組む。

2,507 2,507 2,855 2,855

Ａ 352 交通政策課

地方バス路線維持確保
事業費
（地域間幹線系統確保
維持費補助金等）

生活交通の維持・確保を図るため、地域間を結ぶ幹線の
路線バスに対して国と協調して支援を行う。
（負担割合：国1/2以内、県1/2以内 交付対象：乗合バス
事業者）
生活交通の維持・確保を図るため、ＮＰＯ等の運営するバ
スを支援する市町に対して支援を行う。
（負担割合：市町補助額の1/2以内 交付対象：市町）

○ 302,417 302,417 227,969 227,969

Ａ 352 交通政策課
総合交通ビジョン策定
事業費

生活交通の維持・確保といった課題や広域・高速ネット
ワークの形成などの新たな動向を踏まえ、県民をはじめ、
関係する主体とともに、これからの新しい三重づくりのため
の交通に関する総合的な政策の方向を示すビジョンを策
定する。

○ 3,815 3,815 4,336 4,336

Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

地籍調査費負担金

土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速
化等に資するため地籍の明確化をはかることとし、国土調
査促進特別措置法に基づき地籍調査を実施する。
（負担割合：国1/2、県1/4 交付対象：市町）

○ 182,811 60,937 207,324 69,108 ○

Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

国土利用計画費
国土利用関連諸施策が適切に行われるよう、「三重県国土
利用計画」及び「土地利用基本計画」の管理運営を行うと
ともに、「三重県国土利用計画審議会」を開催する。

400 400 228 228

Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

木曽三川水源造成公社
貸付金

（公社）木曽三川水源造成公社に対し貸付を行う。 26,985 23,835 26,024 21,818
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Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

地価調査費
県内全域の基準となる地点の地価調査の実施及び不動産
鑑定業の指導監督を行う。

○ 28,910 28,861 29,000 28,914 ○

Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

国土調査事業費
地籍調査を実施する県内市町の指導と、休止市町に事業
再開の要請を行う。

1,507 852 1,133 628

Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

土地取引届出勧告事務
費

国土利用計画法に基づき、利用目的の審査等を行い、適
正な土地利用を図る。また、市町が行う国土利用計画法に
基づく事業に対して、 交付金を交付する。
（負担割合：県10/10 交付対象：市町）

○ 2,453 2,453 1,855 1,855

Ａ 354
水資源・地域プ
ロジェクト課

地籍調査協会等負担金
地籍調査事業を推進するため三重県国土調査推進協議
会への会費を負担する。

25 25 22 22

Ａ 行運5 市町行財政課
資産評価システム研究
センター負担金

固定資産評価に関する知識の習得及び向上等を図ること
で、市町の固定資産税制の適正な運営に寄与するため、
資産評価システム研究センターの会費を負担する。

700 700 700 700

Ａ 行運5 市町行財政課
住民基本台帳ネット
ワークシステム整備事
業費

住民基本台帳ネットワークシステムの整備及び運用を行
う。

1,053 1,053 622 622

Ａ 行運5 地域支援課
県と市町の地域づくり連
携・協働推進事業費

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」（全県会議）にお
いて、市町との連携を一層強化するため、全県的な課題に
ついて、有意義で効果的な意見交換などを行う。

603 511 409 362

Ａ 行運5 市町行財政課
三重県自治会連合会補
助金

各地域自治会間の連携強化に取り組む三重県自治会連
合会の組織拡大強化事業の経費の1/2を上限に補助す
る。
（負担割合：県1/2 事業者1/2 交付対象：三重県自治会
連合会）

○ 350 350 600 600

Ａ 行運7 ＩＴ推進課
情報ネットワーク維持管
理費

全庁の情報通信基盤となる情報ネットワークの運用保守を
行うとともに、県有光ファイバーケーブルの維持管理・貸付
を行う。

150 150 132 132

Ａ 行運7 ＩＴ推進課 地域情報化推進事業費
住民サービスの向上や行政運営の効率化をめざして、市
町と共同して電子自治体の推進に取り組む。

2,688 2,688 2,654 1,154 ○






